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1　はじめに
　ひとつの時代が終わったというべきなのだろうか。それとも，新しい時代がはじまったという
べきなのだろうか。1963年（昭和38年）に制定された中小企業基本法（以下「旧基本法」とい
う）は，1999年（平成11年）にいたって抜本的改正へむけての各種の審議をかさね，同年11
月25日に中小企業基本法改正案が参議院で可決成立し，同年12月3日に改正法（以下「新基本
法」という）として公布された。旧基本法が制定されてから改正までに，36年の月日が経過し
ていた。時代が変わるのも無理のない話である。
　では，現在から約40年ほど前の1963年とはどういう時代であったのだろうか。「もはや戦後
ではない（1）」と経済白書が高らかに宣言した高度経済成長の入り口の1955年からは，すでに8
年を経過していた。3年前の1960年には，日米安保条約が締結され，さらに池田内閣のもとで
「国民所得倍増計画」が発表されるなど，第1次高度経済成長のまっただなかの時代であった。
トヨタ自工は1963年に全工場でかんばん方式を採用し，その後の発展へむけての基盤を整備し
つつあった。翌年の1964年には東海道新幹線が開通し，東京オリンピックが開催されている。
東京オリンピックは，第二次世界大戦後の廃城のなかから，日本が奇跡の復興をとげたことを全
世界に発信した。まだまだ貧しいながらも，働けば豊かになれるという信念をほとんどの日本人
がもち，一心不乱に経済成長を追い求めていた時代であった。
（1）　経済企画庁編『昭和3L年度　年次経済報告』1956年，42頁。
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　それから約40年後の現在，中小企業を取り巻く環境は，あきらかに大きな違いをみせている。
バブル崩壊から10年以上の月日がたっても，依然として不況脱出の気配を感じられない。いつ
仕事が海外に発注されるかもわからない状態では，設備投資も控えざるをえない。金融システム
不安の払拭・金融健全化のために不良債権処理が声高に叫ばれ，その影響による貸し渋り。貸し
剥しのために，資金供給のパイプはいやがうえにも細められた。出口のみえない不況のなかで，
多くの中小企業は喘ぎ悶えている。
　さて，中小企業を取り巻く環境は，1963年と1999年ではあきらかな違いがみられる。しかし
奇異に感じるのは，高度経済成長を実感し，欧米先進諸国に追いつけ追い越せとしゃにむに日本
人が働いていた時代，すべての日本人が，働けばもっと豊かな明日が平等に約束されていた時代
に，「二重構造②」問題を意識し，格差の是正と不利の補正をめざした旧基本法が制定されたの
に対し，世界第2位の経済大国を実現させ，かつては「夢のハワイ旅行」ともいわれていた海外
旅行に多くの日本人がでかける時代にはなったものの，いわゆる「勝ち組」と「負け組」が鮮明
となり，自分の会社と雇用の将来に多くの人々が不安を感じる時代に旧基本法が改正されたとい
う事実である。時代は変わり，また，立法の精神も変わったのである。ここでは，旧基本法の改
正にいたった経緯を概観しつつ，改正から現在にいたるまでの中小企業を取り巻く環境を，『中
小企業白書』を中心としてたどることにより，「変わる時代」の中身をみてみることにしよう。
H　中小企業基本法改正の経緯
　1999年6月，内閣総理大臣から「わが国の経済及び中小企業を取り巻く環境変化を踏まえ，21
世紀に向けた新たな中小企業の在り方について，貴審議会の意見を求ある。」との諮問が中小企
業審議会に対してなされ，同年9月，中小企業審議会は「21世紀に向けた新たな中小企業政策
の在り方③」と題する答申を取りまとめた。この答申をもとに，改正法の立法作業がおこなわれ，
国会での法案審議がなされたわけである。ここではこの答申をもとに，旧基本法が改正されるに
いたった経緯を検討してみよう。
　まず，法改正をせまるにいたった近年の中小企業を取り巻く環境変化に関して，答申では（1＞マ
クロ経済環境の変化，（2｝価値観・ライフスタイルの変化，（3＞グローバリゼーションの進展と産業
構造の変化，（4）企業間関係の変化，⑤産業集積の変容および流通構造の変化の5点が指摘されて
いる。最初にマクロ経済環境の変化に関して，戦後の復興過程，高度経済成長をつうじて世界第
2位の経済大国となった日本において，雇用者の所得水準で大企業と中小企業との間には依然と
して格差は存在するものの，全般的な所得水準の向上にともない，中小企業の従業者の絶対的な
所得水準は相当向上し，格差の実態の意味を変容させているとの指摘がなされている。そのうえ
（2）　経済企画庁編『昭和32年度　経済白書』1957年，35－36頁。
（3）　この答申は，中小企業庁編『新中小企業基本法一改正の概要と逐条解説一』同友館，2000年，
　　に全文が掲載されている。以下は，そこからの引用である。
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で，経済の成熟化とともに経済成長率は低下し，かつてのような設備投資が経済成長を牽引した
経済から，研究開発や経営革新，資本の効率性や労働の質の向上等がより重要な経済へと移行し
ているという。つぎに価値観，ライフスタイルの変化であるが，大企業を中心に定着した年功序
列賃金と終身雇用制のもとでは，労働移動の乏しい安定的な労働市場が実現されていたが，近年
の低経済成長下では会社の成長と永続性への信頼が揺らぎ，安定的な賃金の保証に期待するよう
なサラリーマンのライフスタイルのメリットは減少しつつあること，また，豊かな社会の実現で
量的な充足感は満たされ，今後は多様性と個性を重んじる価値観にもとつく消費スタイルへの移
行がすすみつつあることが指摘されている。
　第3点はグローバリゼーションの進展と産業構造の変化で，成熟経済の中で第2次産業中心の
経済構造から第3次産業中心の産業構造への変化が急速に進展していることである。この労働集
約的産業から資本集約的産業，さらには知識集約的産業への産業構造の大きな変化は，情報化や
輸送手段の発達と自由貿易の定着とともに加速している経済のグローバル化の流れの中で，より
一層進展していくこととなる。つづく第4点は，企業間関係の変化であるが，高度経済成長過程
で形成された系列的な下請分業関係は，上記の経済のグローバル化と産業構造の変化にともない，
近年は流動化し，脱下請，自立化をはかる企業，企画・提案等をつうじて大企業にとって不可欠
なパートナーシップを形成している中小企業の例もみられるようになった。また，アウトソーシ
ングの進展とともに，かつての下請分業関係とは別の新たな長期継続的取引関係も広がりつつあ
ることが指摘されている。そして最後は産業集積の変容および流通構造の変化で，為替市場にお
けるたびかさなる円高の進行とその定着により，地域の自発的発展や「ものづくり」の基盤であ
る産業集積の弱体化が懸念されている。また，モータリゼーションの進展や消費者のライフスタ
イルの多様化等のなかで，小売店の大型化，多様化への方向がみられ，今後，情報化や規制緩和
の進展等により，地域商業のあり方など，流通構造の変化も生じていることである。
　答申では，こうした状況の中で，中小企業が直面する21世紀初頭の日本経済の展望とこれに
より中小企業にもたらされる課題を次のように指摘している。まず，不確実性の増大であるが，
日本経済のフロントランナー化にともない，これまでのように世界の先行モデルに学ぷのではな
く，みずからフロンティアを開拓していく大きな課題を背負わなければならない。それは不確実
性の高い経済社会であり，リスクをとることが収益をあげるチャンスとなる。創業にともなうリ
スクを適切に分配する仕組みを構築することにより，起業家の出現をうながすことが必要となる
であろう。次は多様性と創造性の重要性の増大で，これまでのような単一商品の大量生産・大量
消費ではなく，消費者の多様なニーズに迅速にこたえることが重要となる。さらに，少子高齢化
の進展と環境・エネルギー制約の増大がある。少子高齢化の社会では，高齢者や女性の社会参画
機会の一層の拡大が必要となるとともに，大量廃棄型経済社会システムは限界をむかえざるをえ
ず，こうした点からも知識集約型産業への移行は確実となる。そして，最後に情報化の進展で，
顧客のニーズをいちはやくとらえ，世界市場で幅広く事業展開をはかる中小企業にとっては，情
報化への対応は新たな存立の条件と成長機会を提供するものとなる。
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　こうした環境変化のなかで，現在の中小企業の動向はどうなっているかといえば，ふたつの方
向へと二極分解している現状が認識される。すなわち，一方では事業所数・企業数の減少がみら
れることである。1日基本法制定時の事業所べ一スの開業率は，年率6～7％と高く，廃業率を大
きく上回っていた。しかし，開業率はその後長期的低下傾向をしめし，近年では3．7％
（1994～96年年平均）と，廃業率3．8％（同年）を下回っている。開廃業率の逆転は個人企業で
著しいが，最近では会社形態の中小企業の開廃業率も同様の傾向をしめしている。廃業率が高い
ことは，産業構造の変化のなかで非効率な企業が淘汰されているという意味では経済の効率化を
すすめるものであるが，開業率の低下傾向は新規創業企業の参入による経済活動の活性化や雇用
創出の役割の縮小を意味し，中小企業がささえる地域経済の維持・発展にも重大な影響をあたえ
ている。
　他方，中小企業の多様性の増大という側面もみられる。高度経済成長を経て世界第2位の経済
大国となった現在の日本の1人あたり実質国民所得は，旧基本法制定時の1963年の約4倍に達
している。中小企業と大企業の格差は依然として存在するものの，格差の実態の意味を変容させ
ている。すでに1980年（昭和55年）の中小企業白書において指摘されているように，1960年
（昭和35年）以降の労働力不足経済への移行によって，かつての二重構造を現出させた低賃金と
低生産性との悪循環は断ち切られており，格差問題も大企業と中小企業の格差だけを問題とする
時代ではなくなっている。大企業と中小企業との格差よりも，中小企業間の多様性がめだつよう
になってきたのである。中小企業のなかにも，高い専門技術や知識に支えられて，世界市場でか
なりのシェアを占める企業や大企業に提案できる企業も出現している。こうした状況を鑑みると，
平均値のみを比較し，大企業に比して弱い存在として中小企業を一律にとらえることはもはや適
切ではなくなってきている。
　このような分析結果から，答申では，旧基本法が想定した中小企業の企業数の過多性，企業規
模の過小性という画一的な中小企業像を前提とした大企業と中小企業との間の「格差是正」とい
う政策理念とこれにもとつく政策体系は，もはや現実に適合しなくなっていると結論づけてい
る④。
　そして旧基本法にかわって新たな政策理念にもとつく中小企業政策の再構築にあたっては，21
世紀の日本経済において中小企業がになうべき役割，新たな中小企業像を適切に位置づけること
が必要であるとする。消費者ニーズの多様化がすすみ，人々が独創的な商品やサービスを求める
時代にあっては，中小企業が従来その特質としてきた「小回りがきく」という特性が強みをもつ。
しかし，中小企業はその小規模性のために資金力や販売面等，事業活動の様々な局面で不利に直
面する。だが，不足する経営資源や直面する困難性の内容は，旧基本法制定時のように近代化設
備や近代的経営管理方法等の導入等に集約できるものではもはやなく，企業の成長段階や企業を
（4）　答申では，1997年（平成9年）12月『行政改革委員会最終意見』での「『中小企業イコール弱者』と
　　して講ずる一律・硬直的な保護策は，効率性を阻害し，能力ある中小企業，意欲ある創業期の中小企業
　　の成長機会を奪い，中小企業全体の活力を喪失させる」との指摘が引用されている。
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取り囲む条件に応じて多様なものとなっている。中小企業自体および中小企業を取り巻く環境が
大きく変貌する中で，中小企業を画一的に「弱者」としてのマイナスイメージでとらえ，かかる
中小企業象を前提に底上げ的な施策を一律に講ずるという旧基本法が基調とする政策アプローチ
は，あらためて見直す時期にある。したがって，21世紀に期待される中小企業像は，機動性，
柔軟性，創造性を発揮し，「我が国経済のダイナミズムの源泉」としての積極的な役割が期待さ
れる多様な存在と位置づけるべきであり，中小企業政策についても，中小企業がその持てる「強
み」を十分に発揮し，このような役割を果たすことができるようその再構築をはかるべきである
としている。
　今後中小企業が果たすべき役割とは，（D市場競争の苗床，（2）イノベーションの担い手，（3魅力
ある就業機会創出の担い手，（4）地域経済社会発展の担い手，である。すなわち，多様で独立した
中小企業が，市場で活発な事業活動をおこなうことによって市場競争が活性化し，そうしたなか
から革新的な技術の製品化や新たな業態等を提供する「ブレークスルー型」の企業が創出される。
このような中小企業のイノベーションが多様な財・サービスを提供し，これまで下請・系列のよ
うに縦の固定化された分業関係とは異なる，多様で柔軟な，大企業の「イコールパートナー」と
してのネットワーク型分業システムを構築していく。こうした創造性にあふれる中小企業は魅力
ある就業・雇用機会を提供し，地域経済の活性化の牽引力となるというものである。
　中小企業がこのような役割を果たしていくためには，中小企業が多数誕生し，成長，変革をと
げて市場を活性化するとともに，中小企業自体が「独立」した経済主体として柔軟性と機動性を
発揮しなければならない。したがって21世紀へむけての中小企業政策の新たな理念とは，「多様
で活力ある独立した中小企業の育成・発展」をはかることにある。その中心となる政策課題は，
市場メカニズムの尊重と活用を基礎とし，市場において中小企業が活躍する競争条件を整備し，
その障害の除去をはかるとともに，中小企業の経営の革新や創業など新たな創造的価値の拡大に
むけた自主的な努力を助長し，多様で独立した中小企業がのびのびと創造性を発揮しうるような
事業活動にかかわる諸条件を整備していくことにある。この理念にしたがい，目標とされる政策
は，（1）競争条件の整備，②中小企業の経営の革新や創業の促進，（3）セイフティネットの整備とい
うことになる。
　答申では上記の政策を具体的におこなっていくうえでの指針がしめされ，最後に中小企業者の
定義の見直しが提案されて全体が締めくくられている⑤。この答申をうけて立法作業にはいり，
1999年10月29日に「中小企業基本法等の一部を改正する法律案」が閣議決定され，同日国会
に提出された後，審議過程にはいった。そして，中小企業基本法改正案は1999年11月16日に
衆議院，11月25日に参議院において原案どおり可決され，12月3日に公布されたのであった。
（5）　なお，この答申のたたき台となったものは，中小企業庁長官の私的懇談会である中小企業政策研究会
　　の最終報告であり，これは中小企業庁編『中小企業政策の新たな展開一中小企業政策研究会最終報告
　　より一』同友館，1999年，に報告を取りまとめるにあたっての資料や有識者の意見とともに掲載さ
　　れている。
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皿　近年の『中小企業白書』の内容
　法律が変わったからといって，現実がすぐにそれに対応するわけではない。しかし，新基本法
成立後およそ5年を経過して，新たな政策理念と政策目標がいかに達成されていくのか，その方
向はある程度確認できるであろう。ここではこの間に提出された5冊の中小企業白書をもとに，
新たな政策の方向と中小企業がおかれた現実について検討してみることにしよう。
　新基本法のもとで作成された最初の白書は，2000年（平成12年）版の中小企業白書であった。
副題は「IT革命・資金戦略・創業環境」と題され，第1部は「構造変化する経済社会での中小
企業の挑戦」となっている。構造変化の中身は，まずIT革命であり，次に金融システム改革・
規制改革，そして労働市場の変化や少子高齢化等の構造変化である。当時はさかんにIT革命が
叫ばれていた時代で，どの企業でもIT関連投資が拡大していた時代である。中小企業のIT技
術活用について，白書では，情報技術革新は新たなビジネスチャンスをつかむ道具を提供するプ
ラス面と，従来とは異なる新たな競争に直面する可能性をもたらすマイナス面が存在すること，
情報システム関連投資は売上高の増加にプラスの効果があるが，単に資金を投入すればよいとい
うことではなく，目的を明確にしないままおこなう場合には，マイナスの作用をもたらす場合も
あることを指摘している。情報システムはあくまでも道具であり，それをうまく活用するノウハ
ウと人材が必要である。インターネットを活用すれば，国内外を問わずこれまで取引がなかった
相手に情報を発信することが可能であり，1997年頃より多くのインターネットショップが開設
されたが，アクセス件数の増加にもかかわらず，実際の受注件数となると約2割が月に1件も受
注がない状況がみられる。IT技術は，その有効性にもかかわらず，中小企業においてはいまだ
十分には活用されていないのが現状のようである（6）。
　また，新規創業をうながすうえで期待がもたれているSOHOであるが，実態はきわめて内職
的な補助労働が主体であり生業的な性格をもっていることがあきらかとなっている。SOHO事
業者が創業に要した費用は100万円未満が85％であり，自己資金を中心に資金調達している。
業務内容では，「ワープロ，データ入力，文章の校正」「ホームページ作成」等々となっており，
年収が100万円未満の事業者が59％を占める。仕事の受注は個人のネットワーク内に限られ，
「営業」と「業務の処理」が両立できない，すなわち受注のための営業活動をしている間は業務
活動ができず，業務活動をおこなっているときには営業活動ができないというジレンマにおちいっ
ている状況がうかがえる（7）。
　つづいて金融システム改革・規制改革などの構造変化が中小企業におよぼした影響であるが，
金融システム改革と中小企業の資金調達戦略に関して，中小企業白書ではつぎのような分析をお
こなっている。中小企業金融は従来より間接金融が主体であったが，そうした事実上の出資とも
（6）　中小企業庁編『2000年版　中小企業白書』大蔵省印刷局，2000年，5－22頁。
（7）　同上書，44－61頁。
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いえるような長期の安定的な融資が可能であった背景には，①みずからが破綻しないという前提
から，積極的な貸付ができたこと，②横並びの金利のなかで，貸付先を固定化することによって
メインバンクに貸付先に関する情報が蓄積された結果，貸付コストが低下する一方，貸付金利を
下げないことによる超過利潤を享受できたこと，③経済全体が右肩上がりのなかで，創業年数の
若い企業でも付き合いをつうじて囲んでおけば，長期的に貸付先を確保できたこと，④中小企業
向けの直接金融市場が整備されておらず，直接・間接金融市場間の競争がなかったことがあげら
れる⑧。
　しかし，金融システム改革のなかで大きな痛手を負った金融機関に，上記のような環境はもは
や存在していない。現在の金融機関では顧客別リスク管理により，高収益をもたらしてくれる顧
客に対してはサービスを充実させ，囲い込みをはかる一方，低収益の顧客に対しては，金利の引
上げやサービスの削減をおこなう動きがみられ，特に大手都市銀行にそうした傾向が顕著である。
そのあらわれが，最多借入先，すなわちメインバンクの変更という結果となっている。中小企業
金融においては，地方銀行や信用金庫とともに都市銀行もその一翼をになっているが，1996年
（平成8年）以降，最多借入先を変更したことがある中小企業は19％で，規模が小さくなるほど
最多借入先を変更したことがある割合が高くなる。変更後の金融機関は都市銀行が大きくシェア
を減らし，信用金庫，政府系金融機関のシェアが増加している。金融機関を変更した理由につい
ては，「他機関から有利な条件を提示された」が最も多く，つづいて「借入条件を厳しくされた」，
「借入申込みを断られた」となっている。白書では，最初の理由について，有利な資金調達の追
及によるものであるとの分析がなされているが，都市銀行から信用金庫，政府系金融機関への借
入先の変更という実態とあわせみれば，それは都市銀行の貸出し態度の硬直化を意味することは
間違いないであろう（9）。都市銀行が中小企業にとって，いかに「最後の貸し手」となりえないの
かを如実にしめす結果であった⑩。
　こうした状況のなかで，中小企業が安易に頼ってしまうのが商工ローンといった街金である。
白書では，金融システム不安・信用収縮の時期にもかかわらず，商工ローン業者の貸付残高が増
加傾向にあると述べているが，金融システム不安・信用収縮期だからこそ増加傾向にあるという
べきであろう。銀行からの借入が困難なときに，連帯保証人のみで，わずかな審査日数で借入が
できる仕組みは，突発的な資金不足に陥った中小企業にとって利用しやすい側面もあるが，問題
点のほうがはるかに大きい。商工ローンの問題点としては，商工ローン業者のなかに，①出資法
の上限に近い，年率30～40％ないしはそれ以上の実質金利で融資が実行されていた，②連帯保
証人と「根保証契約」を結ぶ際に，保証人に対する説明が不十分であった，③債務者や連帯保証
人の返済能力をあきらかに超えた貸付，根保証契約を結んでいた，④脅迫的な取り立て行為が一
部みられたことなどがあげられているが，白書にこうした記述がなされること自体，多くの中小
（8）　同上書，62頁。
（9）　同上書，63－74頁。
（10）　同上書，321－323頁。
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企業がおかれた金融環境がいかに厳しいものであるかを物語っているω。
　最後に創業環境であるが，白書では主としてアメリカとの比較がなされている。アメリカの新
興企業向け直接金融市場として有名なナスダック（12）の歴史は1971年（昭和46年）からと長い
が，新規公開件数と時価総額揮飛躍的に増大したのは1994～95年（平成6～7年）頃からであ
る。この時期，情報通信革命，バイオ産業の活性化が，アメリカ政府によるサプライサイド経済
政策，ベンチャー支援策，小規模企業支援策，ストックオプションの多様化などにより促進され，
多くの新興企業が直接金融市場で資金を調達するとともに，莫大な創業利益を生み出し，それが
さらに創業をうながすとともに個人や企業の資金のベンチャーファンドへの流入，投資の一層の
活性化といった好循環を生み出した。いわゆるアメリカにおけるITバブルのはじまりであった。
日本ではそれに遅れて1999年（平成11年）ll月に東京証券取引所に新興企業市場「マザーズ」
が創設され，続いて2000年（平成12年）6月には，大阪証券取引所に「ナスダック・ジャパン」
が創設されるなど，新興企業向けの直接金融市場の整備が華々しくすすんだω。しかし，フィー
ルドは整ったものの，そこでプレーをする選手があまり増加しないことがアメリカの新興市場と
の大きな違いである。
　日本でアメリカほどベンチャー企業が輩出しない要因のひとつに，創業へ向けての環境の違い
がある。創業期の企業にリスクキャピタルを供給するベンチャーキャピタルは日本でも体制が整
いつつあるが，アメリカの場合，ベンチャーキャピタルのファンドを運営するベンチャーキャピ
タリスト自身が過去にベンチャー企業を創業した経験をもつ人が多く，その経験を活かして投資
先の企業のコンサルタント業務に深く関わることが一般化している。また，弁護士事務所やコン
サルタント会社も積極的に創業の支援に関わっているq％日本の場合，ベンチャーキャピタル
ができても，銀行・証券・保険等の金融関係の大企業の子会社である場合が多く，ベンチャー企
業を育てた経験もなく，有望と思われるベンチャー企業に各ベンチャーキャピタルが横並びで投
資する傾向がみられる。また，投資件数も多く，それぞれの投資先に対するアドバイス等はほと
んどないのが実情のようである㈲。ベンチャー企業の創業者，ベンチャーキャピタリスト，エ
ンジェル等の個人が保有株式を売却してキャピタルゲインを得た場合の譲渡益課税では，日本の
（11）　同上書，78－83頁。
（12）NASDAQ（National　Association　of　Securities　Dealers　Automated　Quotations　System）1971年
　　（昭和46年），全米証券業協会（NASD）が設立した株式店頭市場。
（13）　『2000年版　中小企業白書』235－236頁。
（14）　同上書，238－250頁。
（15）『日本経済新聞』2000年4月29日「オピニオン・解説ネットバブルとベンチャー」参照。記事で
　　は，ベンチャーキャピタルが急拡大していたこの時期に，実力のない新興企業にまで多額の資金が流れ
　　ている現状について，新興企業に供給すべきは資金よりも人材であり，戦略策定などの知的支援である
　　ことを提言している。また，『日本経済新聞』2001年5月28日「日本のベンチャーファンド　収益率，
　　米の4分の1」では「日本のベンチャー企業を対象にした投資基金（ファンド）の収益率が米国を大幅
　　に下回っていることが経済産業省の調査で分かった。1999年末時点で日本のベンチャーファンド全体
　　の収益率は年率5．6％と，米国の同19．8％に比べ約4分の1だった。米国のベンチャーキャピタル
　　（VC）が創業間もない起業に出資と経営指導を提供し成長を加速させるのに対し，日本のVCは株式公
　　開直前に出資するケースが多く収益格差につながった」としている。
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場合のほうがアメリカよりも有利になっているにもかかわらず㈹，ベンチャーキャピタルからベ
ンチャー企業への資金の流れがスムーズでないのは，上記のような事情があるものと思われる。
　白書ではさらにアメリカの倒産法制や技術移転機関（TLO）の紹介がなされ㈹，今後の日本で
整備すべき環境の提示がなされている。産地型産業集積も，企業城下町型産業集積も，さらには
．都市型の産業集積も崩壊の危機に直面している日本においては，従来からの創業環境では，もは
や開業率の増加が見込あない（18）。こうした状況において，こうしたアメリカの成功を規範とし
て創業促進のための環境整備をおこなうことが急務の課題とされたわけである。
　以上が「IT革命・資金戦略・創業環境」と副題がつけられた『2000年版　中小企業白書』第1
部「構造変化する経済社会での中小企業の挑戦」の大まかな内容である。中小企業の挑戦とはい
うものの，ITの活用もままならず，厳しい金融環境のもとで，創業に対する支援も十分でない’
という，現実の中小企業がおかれた窮状を浮き彫りにした内容であると感じたのは筆者だけであ
ろうか。特に中小企業を取り巻く金融環境は厳しく，白書の第2部「近年の中小企業の動向」の
・なかでも，ふたたび金融システム不安・信用収縮が中小企業にあたえた影響を分析している㈹。
　バブル経済崩壊以降，増加率が減少しはじめた中小企業向け貸出金は，1996年（平成8年）
から減少に転ずるが，その原因は金融機関側のいわゆる「貸し渋り」と中小企業側の資金需要低
迷が複合的に関連していた。この間，資金供給を最も細めたのが都市銀行で，都市銀行の減少分
を信用金庫，政府系金融機関が吸収しつつ全体としては減少するという状況であった。バプル経
済期に，資金を投機目的に利用した中小企業も多かったのは事実であるが，融資条件が大幅に緩
和されたなかで，大規模な設備投資をおこなった企業もある。そうした企業はバブル経済期に実
施した設備投資に対する債務負担の増大に直面するなかで，金融機関の貸し渋りと仕事の海外発
注にともなう受注減・売上減といういわば三重苦の状況に追い込まれていたことになる。バブル
経済崩壊後はバブル期の放漫経営による倒産が多かったが，1997年（平成9年）以降の信用収
縮期には，長引く需要低迷による販売不振，取引先の倒産にともなう連鎖倒産などの複合的な要
因がみられた（2の。
　もっとも，1999年（平成11年）の倒産件数は，前年の18，988件から15，352件へと19％の減
少をしめした。これは1998年（平成10年）秋を最悪期とするパニック的な信用収縮に対して，
政府が特別信用保証制度（中小企業金融安定化特別保証制度）を創設したことによる効果が大き
い⑳。しかし，この制度が一部の金融機関に「千載一遇のチャンス」と悪用されたのも事実で
あった。モラルを欠いた金融機関は，自行のプロパーな融資を保証付きに借り換えさせ，貸出金
の不良債権化・貸倒化を回避したのであった。こうした政府の対策も結局は一過性の効果しかも
（16）　『2000年版　中小企業白書』255－256頁。
（17）　同上書，261－266頁。
（18）　同上書，267－298頁。
（19）　同上書，299－357頁。
（20）　同上書，309－312頁。
（21）　同上書，328－332頁。
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たず，保証付き融資の返済がはじまるとともにこの制度を利用した企業の破綻が急増し，全国の
信用保証協会が肩代わりした債務の代位弁済は2000年度にはじめて1兆円を突破して1兆733億
円となり（22》，2000年（平成12年）の倒産件数は対前年比22％増の18，769件となってしまった㈱）。
　中小企業基本法改正後，新基本法に基づいて最初に提出された2000年版の中小企業白書は，
「多様で活力のある中小企業の育成・発展」が現状ではいかに困難なものであるのかを赤裸々に
叙述する結果となってしまった。翌2001年1月，「戦後のわが国の社会，経済システム全体にわ
たる大転換」をはかっていくという行政改革の理念に沿って，通商産業省は経済産業省へと再編
された。2001年版の中小企業白書は，中小企業庁の上部組織である経済産業省が発足してから
最初の白書であり，装丁も新しくされた。「目覚めよ！自立した企業へ」と題されたこの白書こ
そ，新基本法の理念に忠実に沿った内容の白書であるといえるであろう。
　しかし，中小企業を取り巻く環境にそれほどの変化がみられたわけではない。最近の中小企業
の動向についての報告が記述されている白書の第1部では，IT関連部門での設備投資の回復は
みられたものの，業況判断，生産動向，雇用動向，資金調達動向等はおしなべて前年とあまり変
わりはなく，倒産件数は前述したように対前年比22％増の18，769件となり，とりわけ業歴の長
い企業の倒産が増加傾向にあるとの指摘がなされている（2‘）。それにもかかわらず，「円滑な経済
構造変化に不可欠な中小企業の挑戦」と題された第2部では，中小企業への期待として「これか
らの中小企業には，自社が直面する経営環境や自社の強み・弱みを把握した上で，多角的な視点
から，前例や他社・業界の慣行にとらわれない思い切った経営をおこなう企業，すなわち，『自
立した中小企業』として活躍し，我が国経済が再び活性化する上で中心的な役割を果たすことが
期待される㈱」との記述がなされている。そのため，現実の窮状とは裏腹に，白書の第2部で
は日本の中小企業が直面している様々な経営課題について，解決のために経営革新を実施してい
る企業や，多様なニーズにこたえる新たな企業の創業等の事例がふんだんに紹介されている。そ
のほとんどが成功事例で埋められているため，第1部の内容とは際立った対照をしあすこととなっ
た。
　つづく「『まちの企業家』の時代へ～誕生，成長発展と国民経済の活性化～」と題された2002
年版の中小企業白書では，2001年度の中小企業をめぐる状況がさらに大幅な悪化に直面したこ
とが報告されている。これまで不況のなかにあっても拡大をつづけていたIT産業の活況が結局
はバブルに終わり，生産拠点の海外移転が不況を一層深刻化させることとなった。白書では
（22）　『日本経済新聞』2001年4月29日「全国信用保証協会連合会のまとめでは，各都道府県と主要都市
　　にある52協会の2001年3月末の保証債務残高は41兆4677億円。2000年度中の代位弁済額は保証債
　　務残高の2。6％を占めた。このうち，特別保証を受けた企業の代位弁済額が39％に達している」。この
　　代位弁済額は2002年度に最高額を更新することになる。『日本経済新聞』2003年5月2日「2002年度
　　に全国の信用保証協会が企業の借入金返済を肩代わりした額が1兆2603億円に達し，過去最高になっ
　　た。同協会は中小企業などの借入金に公的保証を付け資金調達を支援しており，倒産の増加で負担が拡
　　大している。条件の緩い特別保証制度を利用した企業の借入金返済を肩代わりするケースが目立つ」。
（23）　中小企業庁編『2001年版　中小企業白書』ぎょうせい，2001年，12頁。
（24）　同上書，2－46頁。
（25）　同上書，55頁。
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「2001年度の中小企業の景気動向は，製造業を中心に大幅かつ急速な悪化に終始した一年であっ
た㈱」と中小企業がおかれた状況の厳しさをあらためて指摘している。さらに資金繰りにおい
ても，特別保証制度が終了したことによりきわめて悪化しており（n），この結果，倒産件数は前年
比2．1％増の19，164件と1984年の20，841件についで1952年調査開始以来2番目の高水準となっ
た。中小企業の倒産に関しても倒産件数は1974年調査開始以来3番目の18，819件という高水準
となり，相変わらず業歴の長い企業の老舗倒産の増加が指摘されている㈱。
　白書の第2部は「誕生，発展・成長する存在としての中小企業」と題され，企業創業者が創業
にいたる経緯や創業後の発展・成長のための環境等が分析されている。注目すべきは，第3章に
おいて「廃業・倒産とその教訓」という項目がとりあげられていることである（29）。しかし，倒
産にいたる経緯の分析は表面的なものにとどまり，倒産企業の経営者が再起する場合も，日本で
は厳しい環境にあることがしめされている。また，中小企業をめぐる金融環境についても，金融
システム不安につづく金融機関の貸し渋り・貸し剥がしの経験から，メインバンク，しかもどの
業態の金融機関が中小企業にとって重要であるのかがようやく認識されるにいたった（3°｝。
　やや景気の底入れ感をみせた2002年度の状況を分析した2003年版中小企業白書は「一再生と
『企業家社会』への道一」と題された。底入れはしたものの，中小企業の業況判断DIは横ばい
のままに推移し，資金繰りDIは一貫して悪化傾向，設備投資も大きく抑制されたままで，中小
企業全体は依然として厳しい環境のなかにあった。こうしたなかで2002年の倒産件数は2001年
に引き続き19，000件を超え，19，087件となった。また，形態別の倒産件数をみると，法的申し
立ての増加と銀行取引停止処分の減少が特徴的にみられ，手形交換高の減少からもわかるように，
近年の企業間信用の減少をしめしている（31）。倒産件数の多さから，連鎖倒産をおそれた中小企
業が，手形取引を縮小させ，企業間信用を収縮させていった状況がみてとれる事実である。第1
部第3章では独立の章を設けて中小企業金融の動向を分析しているが（32），大手行を筆頭に金融機
関が中小企業に対する貸出態度を厳しく抑制している事実が浮かびあがるばかりである。
　白書の第1部を終え，第2部に移るにあたって，「…こうした厳しい経済環境の中にあっても，
中小企業は脆弱で衰退する存在ではない。そもそも，中小企業は，多様な事業の分野において特
色ある事業活動を行い，多様な就業の機会を提供し，個人がその能力を発揮しつつ事業をおこな
う機会を提供することにより我が国の経済の基盤を形成しているものである。こうした中小企業
の存在がなければ，我が国の経済発展は達成できなかったであろう。…（33）」との言葉が述べら
れ，日本経済再生の担い手としての期待が中小企業に向けられるのである。現実の惨状と期待の
（26）　中小企業庁編『2002年版
（27）　同上書，18－19頁。
（28）　同上書，22－24頁。
（29）　同上書，121－141頁。
（30）　同上書，142－172頁。
（31）　中小企業庁編『2003年版
（32）　同上書，37－43頁。
（33）　同上書，44頁。
中小企業白書』ぎょうせい，2002年，6頁。
中小企業白書』ぎょうせい，2003年，3－21頁。
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大きさには，はなはだしいギャップが存在する。ともあれ，第2部「日本経済の再生と中小企業
の役割」では，数々の試練を乗り越え，日本経済の発展を支えてきた中小企業の「強み」を確認
し，中小企業こそが経済再生の先導役であることが明らかにされることとなる。
　第2部は日本経済における中小企業の位置づけや「強み」の内容である中小企業自身のもつ技
術力や経営者の経営力等の内部構造の分析からはじまる。しかし，そうした「強み」をもち，日
本経済を支えてきたはずの中小企業が，なぜ減少傾向をしめしているのだろうか。企業の開業・
廃業を扱った第2章では，開業率低下の一因として，1970年代初あ頃から，被雇用者年収に対
する自営業者年収の長期的減少がみられ，金銭面において自営業者であることが被雇用者である
ことにくらべ，引き合わなくなっている状況が明らかにされている（3‘）。期待の大きさ，存在の
重要性にくらべ，それに見合った報酬が確保されないのであれば，やはりリスクをとる人間も減
少してしまう。また，倒産件数の多さに対応して，前年の白書と同様，廃業・倒産，さらには倒
産からの再起の分析に多くのページを割いているのも，再生をうたったこの白書の特長であろう。
さらに金融環境の変化のなかでの中小企業の資金調達を扱った第3章では，前回の白書と同様，
中小企業にとってのメインバンクの重要性が強調されている（35）。2001～2002年にかけては多く
の金融機関，特に信用金庫・信用組合の破綻が続出した時期で（36），多くの中小企業がメインバン
クの変更を余儀なくされた。長い付き合いがあった信金・信組の突然の破綻は，中小企業にとっ
て厳しい資金調達環境の中でさらなる試練となるものであった。
　さて，いよいよ2003年度の中小企業をめぐる動向を報告した2004年版中小企業白書であるが，
2003年度の日本経済は，輸出と設備投資に支えられる形で大企業を中心に回復の兆しがみえは
じめた時期であった。しかし，中小企業の景気動向は製造業を中心に持ち直しの動きがみられる
ものの，業況の回復には遅れがみられる（37）。白書では「中小企業が大企業に比して回復に遅れ
が見られることは，『いつものこと』であり，目新しいことではない（38）」と述べているが，これ
はここ20年ほどに限ったいつもの現象ではないだろうか。かつて高度経済成長から低成長期を
つうじて，景気回復の局面では，中小企業はその後の発注の増加にそなえて金融緩和の時期に設
備投資をおこない，需要増加にいちはやく対応して景気回復の牽引役をつとめてきた。産業の空
洞化，仕事の海外発注を懸念した中小企業の設備投資は2001年度に前年度比マイナス12．1％，
2002年度に同マイナス13．2％を記録し，2003年度に同10．2％上昇する見込みである（39＞。親企業
である大企業の設備投資を待って，ようやく新規の投資に乗り出そうとする中小企業側の慎重さ
がうかがわれる。また，中小企業をとりまく金融環境も，最悪期は脱したものの，依然として厳
（34）　同上書，92頁。
（35）　同上書，139－181頁。
（36）　『日本経済新聞』2002年1月18日「信金・信組　試練のペイオフ　破たん1年で46件」「昨年1年
　間で信金の経営破たんは9，信組の破たんは37にのぼり，過去最高水準となった。全国の信組の約15
　％が一年間で淘汰（とうた）されたという異例の事態だ。」
（37）　中小企業庁編『2004年版　中小企業白書』ぎょうせい，2004年，2頁。
（38）　同上書，5頁。
（39）　同上書，23頁。
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しい状況にあるが，2003年後半から政府系金融機関および信用金庫・信用組合の貸出残高がわ
ずかながら増加し，一部の地方銀行にも持ち直しの動きがみられた（4°）。こうした状況をうけて，
ここ数年19，000件を超えていた倒産件数は2003年には16，255件と大きく減少し，最悪期を脱し
つつある状況にある。
　白書のタイトルと同じ「多様性が織りなす中小企業の無限の可能性」と題された第2部では，
多様な顧客ニーズに応じた中小企業の発展の可能性，中小企業の海外進出，経営者の高齢化と廃
業をめぐる問題，そして中小企業をめぐる金融の問題がとりあげられている。第1章ではニュー
サービス市場の黎明期に積極的に参入をはたしている中小企業や大学発ベンチャー，女性や高齢
者に雇用を提供している中小企業，SOHO，コミュニティー・ビジネス等の活動が紹介されてい
る㈲。つづく第2章では中小企業の海外進出が取り上げられているが，産業の空洞化がどうに
もおしとめられない状況では，中小企業でさえも生産拠点を海外に移し，国内拠点を高級品生産
や研究・開発機能に特化しなければ生き残れない現実がある（42）。ただし，海外直接投資は国内
での雇用を生み出す効果がないことはあきらかである。第3章は中小企業の世代交代と廃業をめ
ぐる問題であるが（43），ここ数年の白書の特徴として，倒産や廃業を取り扱った部分が多いことが
あげられる。老舗倒産が多発するなかで，経営者の高齢化と円滑な事業継承が中小企業経営の大
きな問題としてクローズアップされてきた。従来の中小企業の事業継承問題は，主として相続税
の過重な負担に問題が集中してきたが，経営環境が急速に変化する時代にあっては，硬直化した
経営手法も企業の命取りとなりかねない現実がある。最後に第4章では，毎回の決まりごとのこ
とのようになってしまった金融の問題がとりあげられている（44）。金融システム不安以降の中小
企業をとりまく金融環境がいかに厳しいものであるのかを如実に物語っている。
　以上が，中小企業基本法改正後に提出された5冊の中小企業白書のおおまかな内容である。新
基本法によって，中小企業政策の新たな理念が明確にされたものの，1997年暮れにはじまる金
融システム不安以降，中小企業全体としてみればきわめて厳しい環境のもとにあったというべき
であろう。このような状況のなかで，多様で活力ある独立した中小企業の成長・発展が，この間
どのような展開をみせているのか，次節でごく簡単に概観してみよう。
IV　近年の起業をめぐる状況
　「多様で活力ある独立した中小企業の育成・発展」へむけて，新たな政策課題を設定した中小
企業政策の目玉は，やはりベンチャー企業の育成であろう。2000年版の中小企業白書が分析の
対象とした1999年は，遅ればせながら日本にもITブームが到来した時期であった。様々なネッ
（40）　同上書，31－33頁。
（41）　同上書，58－129頁。
（42）　同上書，130－170頁。
（43）　同上書，171－225頁。
（44）　同上書，226－265頁。
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トベンチャーが起業するなかで，中小企業基本法の改正と歩調を合わせるかのように，1999年
ll月，東京証券取引所に新興企業向け市場「マザーズ」が開設され，翌2000年6月には大阪証
券取引所に「ナスダック・ジャパン」が開設された。しかし，多くの上場企業はITバブルにのっ
て初値こそ大きな上昇をみせたものの，その後ITバブルが早々につまずくと，上場各社は急速
な株価の下落にみまわれた。また，マザーズ上場第1号のネット音楽配信会社リキッドオーディ
オ・ジャパンの前社長が逮捕されるなどのスキャンダルもともない，上場審査を強化する必要に
せまられた。開設後1年をへたマザーズでは，上場21社のうち，7社が直近の本決算で経常赤
字，17社が公募価格割れ，そのうち5社の下落率が公募価格の80％以上に達しているという状
況である㈲。ナスダック・ジャパンも開設直後は注目を集めたものの，その後はマザーズ同様，
停滞感を強めた。
　そうした逆風下にあっても2001年10月には，マザーズ，ナスダック・ジャパンに店頭（ジャ
スダック）市場を加えた新興3市場の上場企業数は1，000社を超え，ベンチャー企業の直接金融
市場が整備されていくかにみえた。しかしそれもつかの間，2002年8月には米ナスダックがナ
スダック・ジャパンからの撤退を表明し㈲，新興市場は大きな打撃をうけた。その後年末にかけ
て市場への資金流入も細り，新興市場は冬の時代をむかえることとなる。ベンチャーキャピタル
や新興企業むけの直接金融市場は，日本ではまだ緒についたばかりの状況であるが，アメリカと
同じ制度を整備しても，それを運用する環境が違えば結果はおのずから違うものにならざるをえ
ないであろう。
　IT革命がささやかれた当初こそ，噺規企業・ベンチャー企業の創業が活発であった第3次ベ
ンチャーブームも，IT革命がつかの間のバブルに消え去ろうとするなかで同様の過程をたどる
かに思えた。しかし，容易に出口のみえない不況の中で，政府の後押しもあって，様々な形でベ
ンチャー企業を立ち上げようとする機運がみられた。その代表的な形態が社内ベンチャーであっ
た。これは起業にともなうリスクを最小限にして，企業のなかに眠っている先端技術を企業内の
人材を活用して新規事業として立ち上げようとする試みであった。もともと技術力をもった社員
がその会社から独立し，それまでの勤務先とは提携・支援関係もなくベンチャー企業を立ち上げ
るスピンアウト形式の独立起業は少ないながらあった。しかしこの場合には，独立後，経営が順
調に推移すれば問題はないものの，以前の勤務先からの支援もなく，逆にかつて自分が所属して
いた会社と競合する商品やサービスを提供する場合には，当然その会社との確執が残り，事業に
失敗した場合にはかなりのリスクを負わなければならないであろう。しかし，社内ベンチャーや
もともとの所属企業との提携・支援関係を維持したままでのスピンオフ形式の独立起業の場合に
は，リスクを最小限に抑えられるし，もとの所属企業からの協力もえられる。リスク回避志向の
強い日本人にとってみれば，リターンこそそれほど大きくはないものの，ベンチャー企業を立ち
（45）　『日本経済新聞』2000年11月3日「東証マザーズ　多難の1年」。
（46）　『日本経済新聞』2002年8月17日「ナスダック日本撤退　大商と提携解消，市場存続」。ナスダック・
　　ジャパンはその後ヘラクレスと名称変更されて存続した。
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上げるための有効な手段となりうる。2000年頃より，これを制度化する企業があらわれはじめ
た。
　同じように起業リスクを最小限にして，ベンチャー企業を立ち上げようとする制度が，大学発
ベンチャーである。2001年春に経済産業省が，2005年3月末までに大学発ベンチャー企業を
1，000社立ち上げる構想を示してから3年半，起業件数は800社を超え，数値目標に近づいてき
た。各大学は技術移転機関（TLO）やインキュベーション施設を整え，文部科学省でもベンチャー
企業育成のための助成金を準備して，なりふりかまわずベンチャー企業を立ち上げようとする気
運がみられる。事業分野はやはり先端技術や医療・バイオ関連が多いが，創業者が大学の教員で
あるため，経営面での経験不足はいなめない。助成金欲しさや他大学の動向をみての安易な起業
は多くの失敗を招くであろうし，起業が成功して上場した場合の研究者・経営者としてのモラル
の維持等，多くの問題を抱えているのも事実である㈲。
　日本で起業家社会をつくりあげるには，民間・個人だけの力では無理がある。それを促進させ
るためには，政府の関与や多少の失敗なら吸収できる大企業ぐるみでの関与が必要とされるであ
ろう。しかしそれだけではなく，ベンチャー・ブームをブームで終わらせることがないよう，起
業の文化を日本の経済社会に根付かせなければならないのであれば，そうした起業支援をできる
だけ多くの人々に提供する環境が整わなければならない。それが新基本法の最大の政策課題であ
ろう。
V　おわりに
　多様で活力のある独立した中小企業の育成・発展をめざした新基本法が公布されてから5年，
IT革命が叫ばれていた20世紀末はベンチャー企業のブームが到来したものの，その他の多くの
中小企業は，金融不安と仕事の海外発注の増加・産業の空洞化の進展のもとで，厳しい経営を余
儀なくされ，それに耐えられない企業は，市場から退出していった。ITバブルが急速に萎むな
かで，個人のベンチャー企業の創業・上場が停滞をみせるなか，日本で脚光を浴びたのが，企業
内・発ベンチャーや大学発ベンチャーであった。しかしこれらの企業は有望な企業であるかもし
れないが，これによって日本を起業家社会へと導くことができるのであろうか。起業促進のたあ
の施策として，政府は2003年2月施行の中小企業支援法で商法の最低資本金規制の特例として，
資本金が1円でも起業できる制度を導入し，2005年の商法改正でこの制度を恒久的な制度とす
る方針を固めた。この制度を利用して，全国で多くの企業が誕生しつつある。
　起業に意欲を示す人は数多くいる。最低資本金規制の撤廃は，起業にむけてのハードルのひと
つを引き下げたことにより，起業を計画していた人々の背中をおす効果をもったのであろう。し
（47）『日本経済新聞』2004年9月10・11日「ムード先行大学発VB（上下）」。記事では経営経験のない
　大学教授の安易な起業を戒めるとともに，企業での利益追求と教育・研究上の責任がぶつかる「利益相
　反」の整備が急務であるとの指摘がなされている。
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かし，会社は興したものの，その後の資金計画や販売計画等，多くの経営課題が存在することも
事実である。そうした問題を抱えながらも起業を選択する人々のなかには，会社内の処遇に不満
をもつ女性社員や子育てを終えた女性もかなり存在する。このような起業のスタイルは，先ほど
述べた企業内・発ベンチャーや大学発ベンチャーとは著しい対照を示している。
　日本ではよく，有能な若者ほどリスクを負わず，就職にあたっては官僚や大企業の社員志向が
強いと批判めいた意見が述べられることが多い。しかし，それを若者の安定志向と，若者自身の
問題とすりかえていいものであろうか。中小企業政策審議会の答申では，大企業と中小企業の所
得格差は，1980年（昭和55年）ころまでにはほぼ解消したと述べている。そのころからの賃金
の企業規模間格差は，大企業を100とした場合に中規模の企業で75，小規模企業では50という
水準で現在にいたるまで落ち着いている。世界第2位の経済大国を実現したことにより，中小企
業従業者の絶対的な所得水準は相当向上したため，この程度の格差は容認される範囲内であると
いうのである。しかしほとんどの学生は，就職にあたっての志望先では圧倒的に大企業に集中す
る。格差が実際に存在しているからこそ，このような選択をするのではないだろうか。同じよう
な仕事をしながら，生涯の収入が1億円も2億円も違うのであれば，おのずから職業の選択も決
まってくるというものであろう。
　しかも日本では途中で転職をした場合，多くの人々は転職後には以前勤めていた企業よりもよ
り小さな企業，以前の収入よりもより低い収入に落ち着く例が多い。中途採用が増えたとはいえ，
多くの大企業の人材採用は，新卒一括採用である。この選抜にもれた場合には，ほぼ生涯，中小
企業で大企業の75％程度の賃金に甘んじなければならない。しかも，2003年版の中小企業白書
でも指摘されているように，自営業者になることはサラリーマンになることと比べて，金銭的に
引き合わないのである。この生涯一度の選抜をくぐりぬけた人々は，当然のことながら金銭的に
引き合わない起業を考えようともしないであろうし，起業をして失敗した場合には，より小さな
会社，より少ない収入しか待っていないのである。また，失敗から再度の起業をめざすには，一
度目以上の試練が待ちうけている。こうした状況での若者の大企業志向を，安定志向の一言でか
たづけてよいものだろうか。
　多様で活力ある独立した中小企業の育成・発展をはかることは，日本経済にとって重要な課題
である。そのたあに中小企業基本法を改正し，みずからリスクをとろうとする人々を応援するの
も必要な政策である。しかしフィールドを整え，道具を準備し，スタンドには観客がみつめてい
るのにもかかわらず，プレーヤーはまだまだ少ないというのが日本の起業に関しての現状であろ
う。将来有望な企業が，大企業内・発ベンチャーや大学発ベンチャーぱかりというのでは，一部
のエリートだけが起業のチャンスを握ることとなる。それは格差をより大きく広げ，機会の平等
をも奪いかねないシステムではなかろうか。明治維新期の官営工場の払い下げ以来，日本の経済
界は政官とつながりを持つ一部の人々が優遇され，そうした経営者が政官とのパイプをさらに太
くし，政官財一体となった政策を続けてきた。そうしたなかで，多くの中小企業はなんの援助も
なく独立独歩の努力を積み重ねてきたのである。そのシステムが機能しなくなってきた現在，ま
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たも政官財の後押しなくしては起業家社会をつくりあげることはできないのであろうか。シリコ
ンバレー・モデルを範とした本格的な日本の起業家社会は，まだまだ出発したばかりである。格
差のない，また差別のない社会を実現するためにも，多くの若者が積極的に起業を考えられる環
境を整備することが急がれている。そのためには失敗者を受け入れる，再起が可能な労働市場の
整備が必要不可欠と思われる。
